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０８－富田団地トータルコーディネート基本検討業務共通仕様書 

 

１ 適用範囲 

(1) 「０８－富田団地トータルコーディネート基本検討業務共通仕様書」（以下「共通仕様書」という。）

は、独立行政法人都市再生機構（以下「機構」という。）が発注する「０８－富田団地トータルコー

ディネート基本検討業務」の内容について、統一的な解釈及び運用を図るとともに、その他の必要

な事項を定め、もって契約の適正な履行の確保を図るためのものである。 

(2) 共通仕様書、「０８－富田団地トータルコーディネート基本検討業務特記仕様書」（以下「特記仕

様書」という。）及び指示又は打合せ等の間に相違がある場合など、業務の遂行に支障を生じる可能

性が想定される場合、受注者は監督員に確認して指示を受けなければならない。 

(3) 業務については、「特記仕様書」によるものとする。 

 

２ 用語の定義 

共通仕様書に使用する用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

① 発注者とは、契約担当役若しくは分任契約担当役をいう。 

② 受注者とは、業務の実施に関し、発注者と業務請負契約を締結した会社その他の法人をいう。 

③ 監督員とは、契約図書に定められた範囲内において、受注者又は現場代理人に対する連絡、協

議等の職務等を行う者で、契約書に規定する者をいう。 

④ 検査職員とは、業務の完了検査及び出来高部分に係る検査にあたって、契約書の規定に基づき、

検査を行う者をいう。 

⑤ 現場代理人とは、契約の履行に関し、業務の管理及び統轄等を行う者で、契約書の規定に基づ

き、受注者が定め発注者に通知した者をいう。 

⑥ 担当技術者とは、監督員又は現場代理人のもとで業務を担当する者であって、発注者又は受注

者が定めた者をいう。 

⑦ 契約図書とは、契約書及び設計図書をいう。 

⑧ 契約書とは、業務請負契約書をいう。 

⑨ 設計図書とは、現場説明書、現場説明書に対する質問回答書及び仕様書をいう。 

⑩ 仕様書とは、共通仕様書及び特記仕様書（これらにおいて明記されている適用すべき基準を含

む。）を総称していう。 

⑪ 共通仕様書とは、共通する技術上の指示事項等を定める図書をいう。 

⑫ 特記仕様書とは、共通仕様書を補足し、業務の実施に関する明細又は特別な事項を定める図書

をいう。 

⑬ 現場説明書とは、業務の入札等に参加する者に対して、発注者が業務の契約条件を説明するた

めの書類をいう。 

⑭ 質問回答書とは、現場説明書に関する入札等参加者からの質問書に対して、発注者が回答する

書面をいう。 

⑮ 指示とは、監督員が受注者に対し、業務の遂行上必要な事項について実施させることをいう。 

⑯ 請求とは、発注者又は受注者が契約内容の履行あるいは変更に関して、相手方に書面をもって

行為あるいは同意を求めることをいう。 

⑰ 通知とは、発注者若しくは監督員が受注者に対し、又は受注者が発注者若しくは監督員に対し、

書面をもって知らせることをいう。 

⑱ 報告とは、受注者が監督員に対し、業務の遂行に係わる事項について知らせることをいう。 
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⑲ 承諾とは、受注者が監督員に対し、書面で申し出た業務の遂行上必要な事項について監督員が

書面により、業務上の行為に同意することをいう。 

⑳ 質問とは、不明な点に関して書面をもって問うことをいう。 

○21  回答とは、質問に対して書面をもって答えることをいう。 

○22  協議とは、書面により契約図書の協議事項について、発注者若しくは監督員と受注者が対等の

立場で合議することをいう。 

○23  提出とは、受注者が発注者若しくは監督員に対し、業務に係わる事項について書面又はその他

の資料を説明し、差し出すことをいう。 

○24  書面とは、手書き、印刷等の伝達物をいい、発行年月日を記録し、署名又は捺印したものを有

効とする。緊急を要する場合は、ファクシミリ又は電子メールにより伝達できるものとするが、

後日有効な書面と差し換えるものとする。 

○25  打合せとは、業務を適正かつ円滑に実施するために、現場代理人と監督員が面談により行う、

業務の方針及び条件等の疑義等の打合せをいう。なお、必要に応じて監督員及び現場代理人の承

諾により、担当技術者による打合せができるものとする。 

○26  検査とは、契約書に基づき、検査職員が業務の完了を確認することをいう。 

 

３ 業務着手 

受注者は、特記仕様書に定めがある場合を除き、契約締結後 14 日以内に業務に着手しなければな

らない。この場合において、着手とは現場代理人が業務の実施のため監督員との打合せを行うことを

いう。 

 

４ 監督員 

(1) 発注者は、業務における監督員を定め、受注者に通知するものとする。 

(2) 監督員は、契約図書に定められた事項の範囲内において、指示、承諾、協議等の職務を行うもの

とする。 

 

５ 現場代理人 

(1) 受注者は、現場代理人を定め、契約書に基づき監督員等に通知するものとする。 

(2) 現場代理人は、業務について担当技術者が適切に行うように、指揮監督しなければならない。 

 

６ 適切な技術者の配置 

(1) 受注者は、現場代理人及び担当技術者を定めるときは、業務の対象となる工事の受注者と、資本・

人事面において関係がある者を置いてはならない。 

(2) 監督員は、必要に応じて下記に示す事項について報告を求めることができる。 

① 技術者経歴・職歴 

② 資本・人事面において関係があると認められると考えられる企業（建設業許可業者、製造業者

等）の名称及び受注者とその企業との関係に関する事項 

 

７ 提出書類 

(1) 受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後、関係書類について、監督員を経て、発注

者に遅滞なく提出しなければならない。ただし、契約金額に係る請求書、請求代金代理受領承諾書、

遅延利息請求書、監督員に関する措置請求に係る書類及びその他現場説明の際に指定した書類を除

く。 
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(2) 受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者において様式を定め、

提出するものとする。ただし、発注者がその様式を指示した場合は、これに従わなければならない。 

 

８ 打合せ等 

(1) 業務を適正かつ円滑に実施するため、現場代理人と監督員は業務の方針及び条件等の疑義を正す

ものとし、その内容についてはその都度受注者が書面（打合せ記録簿（Ａ４判））に記録し、相互に

確認しなければならない。なお、打合せ等は積極的に電子メール等を活用し、電子メールで確認し

た内容については、必要に応じて書面（打合せ記録簿（Ａ４判））を作成するものとする。 

(2) 現場代理人は、必要に応じて監督員と打合せを行うこと。打合せ結果について、書面（打合せ記

録簿（Ａ４判））に記録し相互に確認しなければならない。 

(3) 現場代理人は、仕様書に定めのない事項について疑義が生じた場合は、速やかに監督員と打合せ

を行うものとする。 

 

９ 業務計画書 

(1) 受注者は、下記の項目について記載した業務計画書を作成し、業務着手時までに監督員に提出し、

承諾を得なければならない。 

① 業務概要 

② 業務の実施方針（情報セキュリティに関する対策を含む。） 

③ 業務の実施工程（業務の順序及び手順） 

④ 業務の実施体制 

⑤ 打合せ計画 

⑥ 連絡体制（緊急時含む。） 

⑦ その他（業務の実施上、必要と思われる事項） 

(2) 受注者は、業務計画書の内容を変更する場合は、理由を明確にしたうえで、その都度監督員に変

更業務計画書を提出し、承諾を得なければならない。 

 

10 業務に必要な資料の取扱い 

(1) 一般に広く流布されている各種基準及び参考図書等の業務の実施に必要な資料については、受注

者の負担において適切に整備するものとする。 

(2) 監督員は、必要に応じて業務の実施に必要な資料を受注者に貸与するものとする。 

(3) 受注者は、貸与された資料の必要がなくなった場合は、ただちに監督員に返却するものとする。 

(4) 受注者は、貸与された資料を丁寧に扱い、損傷してはならない。万一、損傷した場合には、受注

者の責任と費用負担において修復するものとする。 

(5) 受注者は、貸与された資料については、業務に関する資料の作成以外の目的で使用、複写等して

はならない。 

(6) 受注者は、貸与された資料を第三者に貸与、閲覧、複写、譲渡又は使用させてはならない。 

 

11 成果物の提出 

受注者は、業務が完了したときは、成果物をとりまとめた報告書を作成し、監督員に業務完了報告

書とともに提出し検査を受けるものとする。 

① 業務が完了したときには、成果物について検査職員の検査を受けること。  

② 訂正を要するときは、所定の訂正を行った後、成果物の引渡しを行うこと。 

③ 業務において発注者から受領した資料及び作成した資料はすべて返却、提出すること。 

- 4 -



 

 

12 関係法令及び条例等の遵守 

受注者は、業務の実施にあたっては、関連する関係法令及び条例等を遵守しなければならない。 

 

13 検査 

(1) 発注者は、業務の検査に先立って、受注者に対して検査日を通知するものとする。この場合にお

いて受注者は、検査に必要な書類及び資料等を整備しなければならない。また、検査に要する費用

は受注者の負担とする。 

(2) 検査職員は、現場代理人または業務の担当技術者の立会の上、検査を行うものとする。 

 

14 業務の変更 

発注者は、次の各号に掲げる場合において、業務の変更を行うものとする。 

① 業務内容の変更により業務発注金額に変更を生じる場合 

② 履行期間の変更を行う場合 

③ 監督員と受注者が打合せを行い、業務実施上必要があると認められる場合 

 

15 再委託 

(1) 本業務における再委託は原則として認めない。なお、契約書により、書面により予め承諾を得て

再委託できる業務等は下表の通りとする。 

再委託不可

の内容 

① 業務の総合調整や企画・構想立案のマネジメント 

② 業務の中核となる成果資料の作成 

③ 打合せ及び内容説明 

あらかじめ

承諾を得て

再委託でき

る業務 

一部専門分野の業務 

［例］ 

・ 建築設計に関する技術情報の整理・分析 

特に承諾を

要しない業

務 

補助的な業務（軽微なもの） 

［例］ 

・ コピー、印刷、製本、資料収集、要約といった簡易な業務 

・ トレース業務、模型製作、パース作成、写真撮影 

・ 計算（日影、省エネルギー関係、防災関係） 

・ データ入力（ＣＡＤ、電算） 

※ 記載のない内容を再委託する場合はその作業の質と表の範囲を勘案して判断するものと

する。 

(2) 受注者は、再委託する場合は、次に掲げる要件を全て満たした者を選定すること。 

① 掲示文兼入札説明書４(1)①、②、③の資格を満たしていること。 

② 過去に携わった公的機関が発注した業務において、不適切と判断される業務を行っていないこ

と。 

(3) 受注者は、業務を再委託に付する場合、書面により再委託の相手方との契約関係を明確にしてお

くとともに、再委託の相手方に対して適切な指導、管理の下に業務を実施しなければならない。ま

た、それらの契約関係に関する書面については、発注者の求めに応じた書面全てを受注者は提出し

なければならない。 
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16 情報セキュリティにかかる事項 

受注者は、発注者と同等以上の情報セキュリティを確保しなければならない。 

 

17 技術提案の履行について 

本業務に対する技術提案について、確実な履行に努めなければならない。技術提案の一部又は全部

について履行が困難な場合には監督員と協議すること。なお、監督員が技術提案の不履行を認める場

合、業務成績評定点を減ずる等の措置を行うものとする。 

 

18 業務成績評定 

本業務は成績評定対象業務である。受注者には、業務完了後、業務成績評定（業務評定点及び現場

代理人評定点）を通知する。付与した業務評定点及び現場代理人評定点は、将来業務発注時に価格以

外の評価項目として使用する場合がある。 

 

以 上 
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０８－富田団地トータルコーディネート基本検討業務 

特記仕様書 

 

１ 適用範囲 

本業務は、契約書及び「０８－富田団地トータルコーディネート基本検討業務共通仕様書」

（以下｢共通仕様書｣という。）によるほか、本「特記仕様書」（以下「特記仕様書」という。）

に基づき実施しなければならない。 

 

２ 団地概要 

本団地は大阪府高槻市に立地し、最寄り駅（阪急高槻市駅/富田・JR 高槻駅）からバスで

約 15 分程度であり、昭和 46～47 年に管理開始された低層棟 1 棟、中層棟 78 棟（管理戸数

2,647 戸）からなる大規模団地である。団地の中心部（施設街区）には、郵便局やスーパー、

飲食店等の牧田ふれあいモール商店街があり、年に 1 度の夏祭りやイベントも開催され、コ

ミュニティ活動の場所となっている。 

平成 29 年度には地域医療福祉拠点化に着手し、健康寿命サポート住宅等の供給と併せて、

屋外にウォーキングコースの整備をしている。不定期であるがウォーキングイベントが実施

され、健康を意識した居住者が多く参加している。 

また、今後団地の北側には高槻市が令和 11 年度に「たかつき未来パーク」を整備する予

定となっている。 

 

３ 業務の概要と目的 

本業務では、本団地の価値を維持・向上させ、今後も選ばれ続ける団地を目指すため、当

機構が掲げる事業メッセージ「ゆるやかに、くらしつながる。」を念頭に、本団地の中心で

ある施設街区の屋外空間改修を主軸とし、団地全体の改修をトータルコーディネートした基

本計画書（以下「TC 基本計画書」という。）を作成することを目的とする。 

本業務を進めるにあたり、エリア全体が大きな変化を迎えようとしている中で、本団地に

おいても魅力的な景観・空間を通じて来訪や交流を促進するとともに、周辺施設との相乗効

果によるエリア全体の価値向上にも寄与することで、地域における団地の魅力と存在感をさ

らに高め、人と人、人とまちがゆるやかにつながる団地の実現を図りたい。屋外空間の整備

方針検討にあたっては、他地区の事例や活用実態等を参考とし、多様な利用や主体的な活動

が自然と生まれる空間のあり方について知見の整理を行うとともに、団地居住者のみならず

地域内外の人々が訪れ、交流や滞留が生まれる魅力的な空間形成の考え方を導き出し、本団

地の特性や地域資源を踏まえた整備の方向性を検討するものとする。 

なお、団地の一部エリア（79 号棟～100 号棟）については、過年度に団地環境整備を実施

済のため、該当エリアの整備コンセプトを踏まえた検討を行うこと。 

 

４ 用語の定義 

この特記仕様書に使用する用語の定義は、共通仕様書２に定めるところによる。 
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５ 業務の履行期間 

履行期間は、契約締結日の翌日から令和９年 12 月 10 日までとする。 

 

６ 業務の内容 

(1) 団地屋外空間の現況調査・分析 

① 近隣の開発動向等を含めた団地内外の現況調査を行う。 

  

② 団地周辺地域を含めた屋外の景観、利用特性及び動線の調査・分析を行う。 

イ 団地内における景観及び周辺地域からの景観特性の調査 

ロ 施設街区の利用状況(空間の使われ方)及び歩行者等の動線に関する調査 
 

③ 施設街区の利用実態や利用意向、今後の在り方等について把握するため、ヒアリング

調査等を行う。なお、ヒアリング対象者については、①②の検討結果を踏まえて設定す

るものとする（団地居住者、自治会、団地管理者、団地利用者、店舗、活動団体等から

3 団体程度を想定）。 
 

④ ①②③を踏まえ、本団地の TC 基本計画の参考となる他事例（５事例程度）の調査・分

析を行い、本団地に導入可能な整備内容を整理する。 

 

⑤ ④で挙げた事例の内、２地区（国内に限る）について、機構職員同行の上、事例視察を

実施すること（視察行程の作成、視察先との調整及び報告議事録作成等についても含む）。

なお、事例視察に要した費用（機構職員の交通費及び宿泊費は除く）については、変更

契約にて対応する。 

 

(2) TC 基本計画の検討・提案 

① (1)を踏まえ、TC 基本計画の全体コンセプト、デザイン・整備方針等の検討を行う。 
 

② ①を踏まえ、施設街区を主軸とした屋外空間の要素別の整備方針の検討を行う。ただ

し、具体的な設計やメーカー品番等の検討は不要とするが、維持管理方法や費用につい

ても考慮した検討とすること。 

イ 動線計画及び動線の整備方針（舗装等の方針）の検討。 

ロ 植栽計画の検討。 

ハ ファニチャー等の配置計画の検討。 

ニ サイン計画の検討（後述する外壁デザインと合わせること）。 

ホ 照明計画の検討。 

ヘ その他、設計時点で精査すべき課題の整理。 
 

③ ①②を踏まえた外壁デザインの検討を行い、以下の項目を基本とした色彩計画書を作

成すること。 
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イ 表紙 

ロ 関係法令（景観条例）等の適法確認 

ハ コンセプト（カラーデザイン、団地内の色彩ゾーニング、住棟毎の塗り分け方針、

使用する色彩、素材、サイン等） 

ニ 現況の色彩の整理（図面、写真を用いた現況の色彩が分かるもの） 

ホ 着彩立面イメージ 

・代表的な住棟型式 10 パターン程度の立面図の CAD データを作成し、着彩立面イ

メージを作成すること。 

・対象住棟（東西南北計４面）を明らかにし、引き出し線を用いて日本塗料工業会の

色番号および色相、明度、彩度を記載すること。 

・立面図で表現できない塗分けがあれば補足図を作成すること。 

・対象住棟の内、着彩パターンが同じ住棟の立面図は省略できるものとする。 

・敷地内起伏など GL 表現は不要とする。 

ヘ 完成予想パース 

・フォトモンタージュ等を用いて近景及び中景を三次元的に表現し、計画案の完成

イメージが分かるパースを【特記別紙 1】に示したブロックごとに１枚以上作成する

こと。なお、施設街区内については、④のイメージパースにて表現すること。 

ト 色番号一覧表の作成 

・工事受注者が使用色を管理するために必要となる部位別の色番号一覧表を作成 
 

④ ②③を踏まえた、施設街区におけるイメージパースを作成する（3 枚程度）。 

 

⑤ ウォーキングコース及び団地環境整備未実施区域（1 号棟～51 号棟）のデザイン等に

ついては、現状の課題に対する改善及び改修の提案書を作成する。維持管理方法につい

て考慮した提案とする。なお、ウォーキングコースについては平成 30 年度の整備コンセ

プトを踏まえて検討すること。検討にあたっては、必要に応じて設計時の関係者にヒア

リングを実施すること。（団地環境整備コンセプトやウォーキングコースの整備コンセ

プトに関する資料については貸与するものとする。） 

 

(3) TC 基本計画書の作成 

   (1)(2)の内容をとりまとめた、基本設計に繋がる方向性を示した TC 基本計画書を作成

する。 

 

(4) 基本・実施設計におけるデザインの監修 

  (3)にて取りまとめた TC 基本計画書に基づき、基本設計以降からデザインの方針を一貫

して維持するため、関係者との調整を行うため、デザイン調整会議（仮称）等への参加、

説明、必要資料の作成を行う。（参考の工程を【特記別紙 2】に示す。） 

  

７ 機密保持 
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本業務の履行に際し、以下に示す重要な情報については、特に取り扱いに留意することと

し、監督員の指示があった場合においては、監督員が指定した場所にて資料を閲覧すること

とする。この際の事務所及び什器使用料は無償とする。 

・ 本業務の対象とする団地の設計・技術情報及びこれに関連する個人情報（著作権、肖

像権が存在すると想定される図版、写真等を想定） 

 

８ 交通費の負担 

本業務に要する交通費は、原則として経費に含むものとする。ただし、６(1)⑤に係る交

通費を除く。 

 

９ 貸与品等 

本業務の遂行に当たり、本業務に関連する資料等を貸与する。契約書第 10 条第１項に規

定する受渡場所は受注者の事務所とする。 

 

10 物品の購入 

本特記仕様書に記載なき物品を購入し、新たに要した諸費用を発注者が負担する場合は、

書面により監督員の承諾を得なければならない。購入した物品は発注者の所有とし、受注者

は善良な管理者の注意をもって当該物品を使用しなければならない。 

 

11 現場代理人 

(1) 本業務において、従事する現場代理人については、様式１に基づき、氏名、保有資格を

記載し、監督員に提出すること。 

(2) 現場代理人は、業務の履行にあたり、契約図書、仕様書及び８に示す基準等を充分に理

解し、業務が現場代理人の下、担当技術者によって完全に履行されるように業務の監督を

行うものとする。 

(3) 現場代理人は、監督員との打合せを１～２回／１月程度実施するものとする。 

(4) 現場代理人は、業務内容の進捗状況等を監督員に適宜報告するものとする。また、監督

員からの要求に応じて、その都度業務の報告を行わなければならない。 

 

12 成果物 

(1) 本業務における成果物は以下のとおりとする。なお、本業務における成果に関しては、

発注者の許可なく発表又は引用してはならない。 

成果物の規格、仕様等については、監督員と協議するものとする。 

① 報告書２部（６(2)③の色彩計画書については別冊とすること） 

② 電子データ１部（ＣＤ－Ｒ等による。作成したアプリケーションの元データ及びＰＤＦデ

ータ。） 

 

(2) 留意事項 
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① 紙面での提出に加えて電子データの提出も行うこと。 

② 電子データは、作成ソフトによるオリジナルデータに加え、報告書形式のＰＤＦデー

タも作成すること。なお、成果物の引渡し前に、データ保存方法と提出方法について、

監督員と協議すること。 

 

13 業務完了手続き 

業務完了後速やかに、以下の書類を監督員に提出すること。 

① 業務完了届  ３部（様式２） 

② 引渡書  ３部（様式３） 

③ 完成払請求書  １部（様式４） 

 

14 再委託 

共通仕様書15(2)に定める再委託の要件を満たす者に、本業務の一部を委託する場合には、

あらかじめ様式５に基づき再委託承諾申請書を提出し、承諾を得なければならない。なお、

再委託の相手方にあっては、14 の取扱いについて承諾していること。 

 

15 知的財産権等の取扱い 

(1) 業務上の成果として発生する写真、図版、イラスト、キャラクター等（以下、作品とす

る。）に対する著作権及び工業所有権等の知的財産権については発注者に属するものとす

る。 

 

16 疑義 

本業務の実施にあたり、本特記仕様書に疑義が生じた場合は、書面をもって監督員に通知

し、監督員からの回答、指示、及び協議のうえ実施するものとする。 

 

17 業務環境の改善 

本業務の実施にあたっては、業務環境の改善に取り組むウイークリースタンスを考慮する

ものとする。ウイークリースタンスの実施にあたっては、ウイークリースタンス実施要領【特

記別紙 3】に基づき、監督員と確認・調整した内容について取り組むものとする。 

 

以 上 
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富田 2026年7月7日現在

別紙２
         

施設街区

Aブロック Bブロック

Cブロック

Dブロック

1
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機密性２ 

R8 年 R9 年 

10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 

               

 

TC基本計画の検討・提案 
外壁色彩計画・デザイン検討 

団地屋外空間の現況調査・分析 

TC 基本 
計画書の作成 

（仮称） 
デザイン 
調整会議 事例調査① 事例調査② 
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別紙１ 

ウイークリースタンス実施要領 

 

 

１ 目 的 

公共工事の品質確保の促進に関する法律（平成 17年法律第 18号）第 22条に基づく「発

注関係事務の運用に関する指針」を踏まえ、建設コンサルタント業務等における受発注者

の業務環境を改善し、業務成果の品質が確保されるよう適正な業務執行を図ることを目的

とする。 

 

２ 取組内容 

(1) 業務の実施に当たり、適切な作業時間を確保するほか、就業環境や業務特性等を勘案

した上で、原則として以下の項目（１週間における仕事の進め方の相互ルール）につい

て受発注者間で設定する。 

① 休日明け日（月曜日等）を依頼の期限日としない。 

② 水曜日は定時の帰宅を心掛ける。 

③ 休暇が取れるように休前日（金曜日等）は新たな依頼をしない。 

④ 昼休みや 17時以降の打合せは行わない。 

⑤ 定時間際、定時後の依頼をしない。 

⑥ その他、業務環境改善に関わる取組みを任意に設定する（ｗｅｂ会議の積極的な活

用等）。 

(2) 業務履行期間中であっても、受発注者間で確認・調整の上、必要に応じ、設定した取

組内容を見直すことができる。  

(3) (1)によらず、やむを得ず受注者に作業依頼を行う場合には、監督員から現場代理人に

対して依頼内容とその理由を明確に指示する。 

(4) 緊急事態対応（災害対応等）については、取組みの対象外とする。 

 

３ 進め方 

(1) 初回打合せ時に取組内容を受発注者間で確認・調整の上、設定する。取組期間につい

ては、初回打合せ時から履行期間末までを原則とする。 

(2) 受注者は、設定した取組内容を打合せ記録簿に整理し、受発注者間で共有する。 

(3) 成果物納入時の打合せ時に実施結果、効果、改善点等を受発注者双方で確認し、打合

せ記録簿に整理する。 

 

以 上 
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様式１

現場代理人（変更）通知書

　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　　独立行政法人都市再生機構　西日本支社
　　　　　支社長 殿

受注者 住所
氏名 （印）

　　業務の名称

　　
　　　　　　　上記の業務について、下記のとおり定めた（変更した）ので業務請負契約書第７条に基づき、通知します。

記

１．氏名 （　　　年　　　月　　　日生）

２．学歴（最終学歴を記入）

３．職歴

４．取得資格

５．現場代理人に委任しない権限

以　上

契約番号
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様式２

１．設計業務の名称

２．請負代金額 金

３．履行期間 から まで

令和　　年　　月　　日付けをもって請負契約を締結した上記業務は、

令和　　年　　月　　日に完成したので、同契約書第21条第１項に基づき、通知します。

受注者 住所

氏名
（印）

独立行政法人都市再生機構　西日本支社

支社長 殿

業　務　完　了　届

契約番号

令和　年　月　日 令和　年　月　日

令和　年　月　日
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様式３

１．設計業務の名称

令和　　年　　月　　日付けをもって請負契約を締結した上記業務の目的物を、

同契約書第２１条第３項に基づき、引渡します。

受注者 住所

氏名
（印）

独立行政法人都市再生機構　西日本支社

支社長 殿

引　渡　書

契約番号

令和　年　月　日
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様式４

金

（業務の名称）

の前払金及び部分払代金を控除した残額。

内　　訳

金 円

金 円

金 円

金 円

金 円

金 円

金 円

金 円

上記のとおり請求します。

　　　　　年　　月　　日

受注者 住所

氏名
（印）

独立行政法人都市再生機構　西日本支社

支社長 殿

契約番号

銀行 支店 別　口　普　通

振　込　銀　行　名 預金の種別 口　座　名 口　座　番　号

（うち消費税率10%　消費税額　金　　　　　　　円）

第 回部分払受領金額
（うち消費税率10%　消費税額　金　　　　　　　円）

既 受 領 金 額
（うち消費税率10%　消費税額　金　　　　　　　円）

登録番号T0000000000000

第 回部分払受領金額

完　成　払　請　求　書

ただし、 の受領済

当 初 請 負 金 額

（うち消費税率10%　消費税額　金　　　　　　　円）

第 回 変 更 増 ・ 減 額

第 回 変 更 増 ・ 減 額

変 更 請 負 金 額

前 払 金 受 領 金 額
（うち消費税率10%　消費税額　金　　　　　　　円）
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様式５

令和　　年　　月　　日

　支社長　　　　　　　　　殿

受注者　住所　

氏名　 株式会社○○○○　

○○　○○　　　　　　　　印

契約名称：

項目

再委託の相手方

（住所、氏名）

再委託を行う必要性

及び

再委託の相手方の選定理由

（変更の場合は、再委託の
変更理由も記載）

契約番号

再委託（変更等）承諾申請書

独立行政法人都市再生機構西日本支社

　令和○年○月○日付けをもって締結した上記の契約に関して、以下のとおり業務の一部
を再委託したく、契約書第○条第○項に基づき申請するので、手続き方お願いします。

再委託業務の内容

再委託業務の契約予定額

申請内容

〒000-0000　○○県○○市○○町○－○

△△株式会社

・ ○○○○○○○○○○

・○○○○○○○○○○

（再委託する必要性）

○○○○を再委託することで、業務の効率化を図り、工期短
縮に努めるため再委託する。

（再委託の相手方の選定理由）

・○○○○○○○○○○

○○千円（契約金額に対する比率○％）

※見積書を添付

○○○株式会社は、平成○○年より弊社で行う○○○○の○
○○○○を行ってきている。この間、成果の品質が高く、納
期も遵守している。
また、上記業務の同種、類似業務の実施経験が多数有り、短
期間での業務遂行に寄与し、成果の品質向上に視することが
期待できるため。
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